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地域交通産業の基盤強化・事業革新に関する検討委員会 

＜提 言＞ 

『～地域交通革新～』 

 

 

モデル地域９県のカテゴリー分類 
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Ⅰ．地域のエリア・カテゴリー分類について  

○分類の目的 

 

地域交通の状況は地域の特性により千差万別であり、抱える課題や解決策、適したサービスが

一括りで議論 できるものでは無いため、地域特性に対応した議論の参考とするため、地域の交

通サービスの実現状況により、モデル９県（福岡県、広島県、岡山県、島根県、長野県、栃木

県、茨城県、福島県、岩手県）の市町村について、以下のＡＢＣの３つのカテゴリーに分類。 

○各カテゴリーの概要 

 

Ａ：民間によるサービス供給が公的補助が無くとも行われるとともに、商業ベースの競争等で                 

利便性の向上等が期待される地域カテゴリー 

エリア内の人口数も相当規模で一定数を保ち、相当数の利用者数が見込まれ、かつ大手・体

力のある 民間事業者が存在。公的補助によるサービスの維持等の必要は無い。 

 

Ｂ：民間によるサービス供給が行われているものの、一定の公的補助が必要であると考えられる               

地域カテゴリー 

エリア内の人口数が減少傾向にあり、利用者数の減少も想定されるなか、既存民間事業者は

存在するものの、既に事業撤退・路線撤退、経営悪化も進み、今後、さらに既存民間事業者

によるサービス提供水準が下がっていくことが想定され、必要なサービスの維持等のために

は、一定の公的補助が必要。 

 

Ｃ：民間によるサービス供給が成立しない地域カテゴリー（過疎法認定地域等） 

エリア内の人口数が少ない過疎地域など、早晩、民間事業者が存在し得なくなる、あるい

は、既に民間事業者が存在しておらず、一定の公的補助のみでは民間のサービス供給が難し

く、サービスの供給主体の確保自体の抜本的な検討が必要。 
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【参考】 カテゴリー分類の具体的方法 

１．カテゴリー分類想定の基本的考え方 

 ① 詳細データ等把握可能な福岡県について、以下のように市町村のデータ等を基に暫定指数

を算出し、カテゴリー分類に相当する指数を確定。 

  ② 他県の市町村について、指数を算出、指数を基にカテゴリー分類。 

２．具体方法 

  ① 福岡県 60自治体の下記項目を調査（福岡県は全国の県で 2番目に自治体数が多い） 

   ◆ 人口（現在、2000 年）◆ 過疎地域認定 ◆ 交通サービスと採算性（地域間・地域内） 

   ◆ 可住地人口密度（以下のデータを使い算出） 

    ・ 人口：令和２年国勢調査 

・ 可住地面積：国土数値情報・土地利用細分メッシュにおける「建物用地」 

    ・ 可住地人口密度（人/km2）＝人口（人）／可住地面積（km2） 

   ◆ 公共交通利用率 

    ・ 令和２年国勢調査 小地域集計における通勤での利用交通手段 

（ただし、「徒歩のみ」、「不詳」を除いて集計） 

    ・ 公共交通利用率＝鉄道・バス利用者数（人）／全利用手段利用者数（人） 

  ② データを基に暫定指数を計算し、指数とカテゴリーとの相関確定 

   １）指数（＝可住地人口密度×公共交通利用率）を福岡県内各自治体で算出 

   ２）具体的市町村と指数の相関 

    ・ 福岡市はＡと想定 → 福岡で指数算出：2,500 以上    

    ・ 過疎地域はＣ → 過疎地域（八女市、田川市等）で指数算出：199 以下 

    ・ その他の市町 → 200～2,499 

   ３）以上から、カテゴリーの指数を確定 

    Ａ ： 2,500 以上   Ｂ ： 2,499～200  Ｃ ： 199以下  

【福岡県内の市町村のカテゴリー事例】 

〇 福岡市 → 地域間交通・地域内交通共に独立採算で民間が運行している。 

  Ａ：民間によるサービス供給が公的補助が無くとも行われるとともに、商業ベー

スの競争等で利便性の向上等が期待される地域カテゴリー 

○ 八女市、田川市等 → 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法過疎法に

おいて、全部過疎市町村に認定されている自治体。 

Ｃ：民間によるサービス供給が成立しない地域カテゴリー（過疎法認定地域等） 

○ Ａ及びＣ以外の市町 

Ｂ：民間によるサービス供給が行われているものの、一定の公的補助が必要であ  

  ると考えられる地域カテゴリー 

地域間交通は民間が独立採算で運行。地域内交通は民間の補助路線およびコミュ

ニティバスが担っている自治体。（Ａ・Ｃに当てはまらない） 

③ 他 8 県の市町村の指数を算出し、カテゴリー分類 
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Ⅱ．モデル９県におけるカテゴリー分類  

⑴ 福岡県 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

⑵ 広島県 
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⑶ 岡山県 
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⑷ 島根県 
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⑸ 長野県 
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⑹ 栃木県 
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⑺ 茨城県 
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⑻ 福島県 
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⑼ 岩手県 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


